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条件付一般競争入札心得  

 

大阪北摂霊園合葬式墓地新築工事 

一般財団法人大阪府タウン管理財団  

 

（目的）  

第１条 この心得は、一般財団法人大阪府タウン管理財団（以下「財団」という。）が

行う条件付一般競争入札（以下「入札」という。）に参加しようとする者（以下「入札

参加者」という。）が守らなければならない事項を定めるものとする。 

 

（法令等の遵守）  

第２条 入札参加者は、財団会計規程及びその他関係法令並びにこの心得を遵守しなけ

ればならない。 

２ 入札参加者は、入札手続に際し、財団の指示に従い、円滑な入札執行に協力し、正

常な入札執行を妨げたり、他の入札参加者の入札手続を妨害するようなことを避けな

ければならない。 

３ 入札参加者は、設計図書等（図面、仕様書、補足説明書、質問回答書及びその他交

付書類）、契約書案及びその他契約締結に必要な条件を熟知のうえ、入札手続をしな

ければならない。 

４ 入札手続及び契約に関して、用いる言語は日本語とし、通貨は日本円とする。 

 

（公正な入札の確保）  

第３条 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法

律第54号。以下「独占禁止法」という。）、刑法（明治40年法律第45号）等に抵触

する行為を行ってはならない。 

２ 入札参加者は、他の入札参加者と入札価格又は入札意思についていかなる相談も行わ

ず、独自に入札価格を定めなければならない。 

３ 入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札価格を開示してはな

らない。 

 

（入札参加資格等） 

第４条 入札参加者は財団会計規程第63条に基づく公告において指定した期日までに、

入札参加資格に関する書類を財団に提出し、本件入札の入札参加資格の有無について

審査を受けなければならない。 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は入札に参加することはできない。 

 (1) 第1項に規定する公告に掲げる入札に参加する者に必要な資格を有しない者 
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 (2) 公告の日から入札日までの間に入札参加資格を取り消されている者 

 (3) 前各号に掲げるもののほか、正常な入札執行を妨げる等の行為をなすおそれのあ

る者又はなした者 

 

（入札保証金等） 

第５条 入札保証金は、大阪府財務規則第61条の規定に該当する場合は免除する。 

２ 落札者が契約を締結しないときは違約金として入札書に記載した金額の100分の

108に相当する金額の100分の2に相当する金額を財団に支払わなければならない。

ただし、次の各号に定める場合はこの限りではない。 

 (1) 大阪府入札参加停止要綱別表13（経営不振）の規定により入札参加停止の措置を

講じられ、又は同内容の措置要綱に該当したことにより、契約を締結しない場合 

 (2) 大阪府入札参加停止要綱別表6（安全管理措置）(2)イの規定により入札参加停止

1ヶ月の措置を講じられ、又は同内容の措置要件に該当したことにより、契約を締

結しない場合 

 (3) 代表者の死亡等により営業活動を継続しえなくなったため契約を締結しない場合 

 (4) 死亡、傷病又は退職により配置技術者が欠けることとなったため契約を締結しな

い場合 

 

（入札の方法） 

第６条 入札参加者は、入札書に記名押印のうえ、指定した日時、場所において、所定

の入札箱に投入しなければならない。この場合において、代理人をして入札させると

きは、委任状を持参させ、入札執行時までに財団に提出しなければならない。この場

合、入札書には委任者と代理人を併記し、代理人の押印をもって入札するものとする。 

２ 入札参加者又は入札参加者の代理人は、本件入札に参加する他の入札参加者の代理

人を兼ねることはできない。 

３ 入札参加者は、参加資格がある旨の通知書（写し可）を財団に提示して、本件入札

の参加資格者であることの確認を受けなければならない。 

４ 入札書に記載する金額については、見積もった契約希望金額の108分の100に相当

する金額（いわゆる税抜き金額）とすること。 

５ 入札会場への入室は、原則として入札参加者1名のみとすること。 

 

（入札の辞退）  

第７条 入札参加者は、入札の完了まで、いつでも入札を辞退することができる。ただ

し、 一旦、辞退した場合は、それを撤回することができない。 

２ 入札参加者が入札を辞退するときは、次の各号に掲げるところにより行うものとす

る。 

 (1) 入札前にあっては、入札辞退届を財団に提出するものとする。 
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 (2) 入札中にあっては、入札辞退の旨を入札書に記載し、入札箱に投入するものとす

る。 

３ 入札時間を過ぎても入札書を提出しない場合は、本件入札参加者が入札を辞退した

ものとみなす。 

４ 入札を辞退した者は、これを理由として以後の入札参加等について、財団から不利

益な取扱いを受けるものではない。 

 

（入札書の書換等の禁止）  

第８条 入札参加者は、その提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることがで

きない。 

 

（入札の取り止め等）  

第９条 入札参加者が第２条又は第３条に抵触する疑いがあるときなど、財団が必要と認

めるときは、入札執行を延期し、若しくは保留し、又は当該入札に関する調査を行う

ことがある。調査の結果、入札を公正に執行することができないと認められるときは、

当該入札執行を取り止めることがある。 

２ 前項の規定により財団が調査を行うときは、入札参加者は調査に協力しなければな

らない。 

３ 入札執行に際して、天災地変、その他やむを得ない事由が生じたときは、その執行

を延期し、又は取り止めることがある。 

 

（開札）  

第１０条 開札は、入札の終了後、財団が直ちに当該入札場所において、原則として入

札者を立ち会わせて行い、その結果を口頭で知らせるものとする。 

  

（入札の無効）  

第１１条 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

 (1) 第４条第２項各号のいずれかに該当する入札に参加する資格を有しない者のした

入札 

 (2) 所定の日時及び場所に提出されない入札 

 (3) 委任状を持参しない代理人のした入札 

 (4) 記名押印を欠く入札 

 (5) 金額を訂正した入札又は金額の記載の不鮮明な入札 

 (6) 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札 

 (7) 談合その他の不正行為により入札を行ったと認められる者のした入札 

 (8) 同一の入札について、2以上の入札をした者の入札 

 (9) 同一の入札について、自己のほか、他人の代理人を兼ねて入札した者の入札 
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 (10) 同一の入札について、2者以上の代理人である者のした入札 

 (11) 前各号に掲げるもののほか、指示された条件に違反して入札した者の入札 

 

（失格） 

第１２条 次の各号のいずれかに該当する者は失格とする。 

(1) 最低制限価格を設定した入札において、最低制限価格未満の価格の入札書を提出

した者 

(2) 入札参加資格審査決定の日から落札決定の日までの期間において、次のいずれか

に該当した者 

① 大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた者  

  ② 大阪府入札参加停止要綱別表に掲げる措置要件に該当した者（建設業法（昭和

24年法律第100号）第28条第3項又は第5項の規定による営業の停止の命令で

あって、大阪府の区域以外の区域又は同法別表第1の上欄に掲げる建設工事の

種類のうち、入札公告に定める種類以外の種類に係るものを受けた者を除く。） 

  ③ 大阪府又は財団との契約において、談合等の不正行為があったとして損害賠償

請求を受けた者 

  ④ 大阪府公共工事等に関する暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外の措置を

受けた者又は同要綱別表に掲げる措置要件に該当した者 

 

（落札者の決定）  

第1３条 有効な入札を行った者のうち、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ

て入札した者を落札者とする。ただし、最低制限価格制度を採用した入札にあっては、

予定価格の制限の範囲内で最低制限価格以上の価格をもって入札した者を落札者とす

る。 

２ 落札者となるべき同価格の入札をした者が2者以上あるときは、直ちに、当該入札

をした者にくじを引かせて落札者を決定する。この場合において当該入札者は、くじ

を辞退することはできない。また、当該入札をした者のうち、くじを引かない者があ

るときは、当該入札事務に関係ない財団職員がくじを引くものとする。 

３ 落札者が入札書に記載した金額の100分の108に相当する金額を落札金額とする。

なお、落札金額に1円未満の端数が乗じた場合、切り捨てるものとする。 

４ 前各号の規定により落札者が決定したときは、財団ホームページに掲載して公表す

るものとする。 

 

（再度の入札） 

第1４条 開札をした場合において、落札者とすべき者がいないときは、直ちに再度の

入札を行うことができる。この場合において、再度の入札は2回以内とする。ただし、

予定価格の事前公表を行う入札の場合においては、再度の入札は行わない。 
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２ 前項に規定する再度の入札を行うときは、次の各号のいずれかに該当する入札をし

た者は再度の入札に参加することができない。 

 (1) 第11条第1号から第3号まで及び第7号から第10号までの規定により無効とさ

れた入札をした者 

 (2) 第11条第11号の規定により無効とされた入札をした者で、再度の入札に参加さ

せることが不適当と認められる者 

 

（契約保証金等） 

第１５条 落札者は、契約金額の100の10以上の契約保証金を納付しなければならな

い。ただし、次の各号に掲げる担保の提供をもって契約保証金の納付に代えることが

できる。 

(1) 財団が認めた契約保証金に代わる担保となる有価証券 

(2) 財団が確実と認めた当該契約による債務の不履行により生じる損害金の支払を保

証する金融機関又は公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第

184号）第2条第4項に規定する保証事業会社の保証 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、契約保証金は免除

する。 

(1) 債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険（保険金額は、契約金

額の100分の10以上）を締結したとき。 

(2) 債務の履行を保証する公共工事履行保証契約（保険金額は、契約金額の100分の

10以上）を締結したとき。 

 

（契約の締結等） 

第１６条 契約書を作成する場合においては、落札者は、契約書に記名押印し、落札決

定の日の翌日から起算して、10日以内に財団に提出しなければならない。ただし、財

団の承諾を得た場合は、この期間を変更することができる。 

２ 落札者が前項に定める期間内に契約書を提出しないときは、落札者としての権利を

失う。 

３ 落札決定の日から契約締結の日までの期間において、落札者が第12条第2号①から

③までのいずれかに該当した場合は、契約を締結しないことがある。 

４ 落札決定の日から契約締結の日までの期間において、落札者が第12条第2号④に該

当した場合は、契約を締結しないものとする。 

５ 前3項の規定により契約を締結しない場合、第5条第2項に定める違約金を財団に支

払わなければならない。この場合、財団は一切の責めを負わないものとする。 

 

（誓約書の提出） 

第１７条 落札者は、大阪府暴力団排除条例第11条第2項に規定する暴力団員又は暴力
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団密接関係者でない旨の誓約書を前条第1項の期間までに提出するものとする。 

２ 落札者が前項に定める期間内に誓約書を提出しないときは、落札者としての権利を

失う。 

 

（異議の申立） 

第１８条 入札参加者は、入札後、この心得、契約書案の各条項、設計図書等について

不明等を理由として異議を申し立てることはできない。 

 

（その他） 

第１９条 入札手続に際しては、すべて財団の指示に従うこと。 

 


